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1.会社説明
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2017 サン共同税理士法人

1-0 会社説明：サン共同税理士法人とは
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会計税務 給与計算

社会保険 融資・助成金
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サン共同税理士法人のサービスは、会計・税務のみならず、給与計算や社会保険手続き、
融資支援や助成金サポート等もあります。
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1-1 会社説明：契約から申告までの流れ【会計税務】
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CS（申告月）

申告書作成

（達人）
納付書送付

電子申告

（達人）
セットアップ・納品 決算報告

CS（月次）

入金確認後、資料請求 記帳（会計記録Excel） 不明点確認、修正

OS

お客様からの問い合わせ 面談 契約書・請求書
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1-2 会社説明：契約から申告までの流れ【融資支援】
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CS

確認書の送付 お客様と打合せ
計画書の作成・

添削

金融機関面談

同行
報酬請求

OS

お客様からの問い合わせ 面談
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2.概要
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2-1 概要：税金の種類
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国税
①法人税
対象：法人
申告期限：決算月から2か月以内（延長申請している場合は３ヶ月以内）
納付期限：決算月から2か月以内 ※延長申請してる場合でも、2ヶ月以内

②所得税
対象：個人
申告期限：3月15日

③消費税
対象：課税事業者（法人、個人とも）

※免税事業者は申告義務なし。
申告期限：法人 決算月から２か月以内（延長適用対象外）

個人 3月31日

税金は大きく分けると2つあり、国税と地方税に分かれます。
国税の申告先は税務署、地方税の申告先は都道府県税事務所・市区町村（東京23区は都税事務所のみ）です。
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●消費税とは
消費税額＝仮受消費税（売上時に発生）ー仮払消費税（仕入時に発生）
消費税額が＋の場合、納付、－の場合、還付となり、消費税申告書の作成・申告が必要。

●納付義務判定

2-1 【補足】消費税
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課税
事業者

免税
事業者

下記にに該当する法人・個人が対象。

■基準期間による判定
2期前の会計期間（＝基準期間）の課税売上高が1,000万円以上ある会社

【新設法人（第1期目）の場合】
■特定期間による判定
・期首資本金1,000万円以上ある会社
・上半期で、売上と給与（役員報酬は除く）の両方が1,000万円を超えた会社

課税事業者の条件に該当しない企業。
国外取引を行っている企業。
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●原則課税と簡易課税
仮受消費税ー仮払消費税の差額納付が原則的ですが、一定の条件を満たすことで簡易課税制度を選択すること
が可能です。

2-1 【補足】消費税
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原則

簡易

適用対象：課税事業者で、簡易課税制度を選択していない法人・個人。

算式：仮受消費税(税込課税売上高×8/108)ー仮払消費税(税込課税仕入高×8/108)

適用対象：基準期間の課税売上高が5,000万円以下の法人・個人
※適用するには、適用を受けたい課税期間の開始の日の前日までに
簡易課税制度選択届出書の申請が必要。（2年縛り）

算式：仮受消費税(税込課税売上高×8/108)ーみなし仕入(税込課税売上高×○○％)
※パーセンテージは、業種によって異なる。
詳しくはhttps://www.nta.go.jp/law/shitsugi/shohi/20/02.htmを参照。

https://www.nta.go.jp/law/shitsugi/shohi/20/02.htm
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2-1 概要：税金の種類
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地方税
①事業税
対象：法人
申告期限：決算月から2か月以内（延長申請している場合は３ヶ月以内）
納付期限：決算月から2か月以内 ※延長申請してる場合でも、2ヶ月以内

②住民税
対象：法人（均等割）、個人
【法人】
申告期限：決算月から2か月以内（延長申請している場合は３ヶ月以内）
納付期限：決算月から2か月以内 ※延長申請してる場合でも、2ヶ月以内

【個人】
申告期限：3月31日
※賦課課税のため、納付は不要。
※個人の確定申告を行うと、住民税申告は不要。

③固定資産税
a.土地・家屋
対象：対象の固定資産を所有している法人、個人
申告期限：登記情報や現地調査などがあるため、申告不要

b.償却資産
対象：申告する年の1月1日時点で対象の償却資産を所有している法人、個人
申告・納付期限：1月31日
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2-2 概要：法人と個人
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法人

個人

事業年度：定款に定められた期間（任意）

事業年度：暦年（固定）

申告の

種類

法人税の

確定申告

消費税の

確定申告

償却資産

申告

法定調書合

計表の提出

源泉所得税

の納付

給与支払

報告書

申告先 税務署、

都道府県、

市区町村

税務署 都道府県 税務署 税務署 市区町村

申告の

種類

所得税の

確定申告

消費税の

確定申告

償却資産

申告

法定調書合

計表の提出

源泉所得税

の納付

給与支払

報告書

申告先 税務署 税務署 都道府県 税務署 税務署 市区町村
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2-2 概要：年間スケジュール【法人】
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1月

11月

10月

9月

8月

7月

6月

5月

4月

3月

2月

12月

◎法人（3月決算） 納特：〇 申告期限の延長：〇

決算月

10日 給与に関わる源泉所得税の納付期限（上期：1月～6月）
10日 算定基礎、労働保険申告

申告月（＝決算月から2か月）

20日 給与に関わる源泉所得税の納付（下期：前年7月～12月）
31日 法定調書合計表の提出、償却資産申告、給与支払報告書の提出

年末調整

株主総会開催
申告月の延長期限（申告期限の延長の届出書を提出済みの企業）

30日 中間申告期限、中間納付期限
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2-2 概要：年間スケジュール【個人】
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1月

11月

10月

9月

8月

7月

6月

5月

4月

3月

2月

12月

◎個人 納特：〇 申告期限の延長：〇

15日 所得税の確定申告、所得税の納付（現金納付の場合）
31日 消費税申告、消費税の納付（現金納付の場合）

10日 給与に関わる源泉所得税の納付期限（上期：1月～6月）
10日 算定基礎、労働保険申告

20日 給与に関わる源泉所得税の納付（下期：前年7月～12月）
31日 法定調書合計表の提出、償却資産申告、給与支払報告書の提出

年末調整

20日前後 所得税・消費税の振替納税（口座振替の場合）

10日前後 住民税の決定・通知
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2-3 概要：設立時の流れ【法人】
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①会社設立（司法書士）

・登記簿謄本、定款、規定の作成

②新設届書一式の作成

a. 法人設立届出書（所轄税務署１通、都道府県１通、市区町村1通 計3通）・・・設立2月以内

※特別区（東京23区は市区町村への提出は不要のため、計2通）

b. 青色申告の承認申請書 ・・・設立3月以内

c. 給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出書 ・・・設立1月以内

d. 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

e. 申告期限の延長の特例の申請書（所轄税務署１通、都道府県１通 計２通）

【提出先】

a.設立届 b.青色 c.給与支払 d.納特 e.延長

税務署 〇 〇 〇 〇 〇

都道府県 〇 × × × 〇

市区町村 ○ × × × ○
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2-3 概要：設立時の流れ【法人】
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a. 法人設立届出書（所轄税務署１通、都道府県１通 計２通）

［概要］
内国普通法人等を設立した場合の手続です。

［提出時期］
法人設立の日（設立登記の日）以後2月以内
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2-3 概要：設立時の流れ【法人】
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b. 青色申告の承認申請書

［概要］
法人税の確定申告書、中間申告書等を青色申告書によっ
て提出することの承認を受けようとする場合の手続です（青
色申告の場合には、各種の特典が受けられます）。

［提出時期］
青色申告によって申告書を提出しようとする事業年度開始の
日の前日
まで。
ただし、その事業年度が下記の1～8に該当する場合は、それ
ぞれの日となります。
1 普通法人又は協同組合等の設立の日の属する事業年
度の場合は、設立の日以後3月を経過した日と当該事業年
度終了の日とのうちいずれか早い日の前日まで
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2-3 概要：設立時の流れ【法人】
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c. 給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出書

［概要］
給与の支払者が、国内において給与等の支払事務を取り扱う
事務所等を開設、移転又は廃止した場合に、その旨を所轄税
務署長に対して届け出る手続です。

［提出時期］
開設、移転又は廃止の事実があった日から1か月以内に提出
してください。
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2-3 概要：設立時の流れ【法人】
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d. 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

［概要］
源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請を行うための
手続です。
源泉所得税は、原則として徴収した日の翌月10日が納期限
となっていますが、この申請は、給与の支給人員が常時10人
未満である源泉徴収義務者が、給与や退職手当、税理士
等の報酬・料金について源泉徴収をした所得税及び復興特
別所得税について、次のように年2回にまとめて納付できるとい
う特例制度を受けるために行う手続です。

1月～6月分 → 7月10日までに納付
7月～12月分 → 翌年1月20日までに納付

［提出時期］
特に定められていません。
（原則として、提出した日の翌月に支払う給与等から適用さ
れます。）

例）8月20日に申請した場合

8月分源泉所得税は、9月10日に納付する。
9月から納特適用となるため、9月～12月分源泉所得
税は、翌1月20日までに納付する。
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2-3 概要：設立時の流れ【法人】
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e. 申告期限の延長の特例の申請書

［概要］
①定款等又は特別の事情があることにより、今後、各事業年
度終了の日の翌日から2月以内にその各事業年度の決算に
ついての定時総会が招集されない常況にあるため、申告書の
提出期限を1月間（連結事業年度にあっては2月間）延長
しようとする場合。

［提出時期］
最初に適用を受けようとする事業年度終了の日まで
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2-3 概要：開業時の流れ【個人】
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①新設届書一式の作成

a. 個人事業の開業届出書（所轄税務署１通）・・・事業開始から1月以内

b. 青色申告の承認申請書 ・・・青色申告を受けようとする年の3月15日まで

※開業した年に適用をする場合は、事業開始日から2月以内

c. 給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出書 ・・・開業日から1月以内

d. 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

【提出先】

A.開業届 b.青色 c.給与支払 d.納特

税務署 〇 〇 〇 〇
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2-3 概要：開業時の流れ【個人】
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a. 個人の開業届出書（所轄税務署１通）

［概要］
個人事業を開始するした場合の手続です。

［提出時期］
事業開始から1月以内
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2-3 概要：開業時の流れ【個人】
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b. 青色申告の承認申請書

［概要］
青色申告の承認を受けようとする場合の手続です。

［提出時期］
青色申告書による申告をしようとする年の3月15日まで（そ
の年の1月16日以後、新たに事業を開始したり不動産の貸
付けをした場合には、その事業開始等の日（非居住者の場
合には事業を国内において開始した日）から2月以内。）
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2-3 概要：開業時の流れ【個人】
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c. 給与支払事務所等の開設・移転・廃止届出書

［概要］
給与の支払者が、国内において給与等の支払事務を取り扱う
事務所等を開設、移転又は廃止した場合に、その旨を所轄税
務署長に対して届け出る手続です。

［提出時期］
開設、移転又は廃止の事実があった日から1か月以内に提出
してください。
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2-3 概要：開業時の流れ【個人】
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d. 源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

［概要］
源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請を行うための
手続です。
源泉所得税は、原則として徴収した日の翌月10日が納期限
となっていますが、この申請は、給与の支給人員が常時10人
未満である源泉徴収義務者が、給与や退職手当、税理士
等の報酬・料金について源泉徴収をした所得税及び復興特
別所得税について、次のように年2回にまとめて納付できるとい
う特例制度を受けるために行う手続です。

1月～6月分 → 7月10日までに納付
7月～12月分 → 翌年1月20日までに納付

［提出時期］
特に定められていません。
（原則として、提出した日の翌月に支払う給与等から適用さ
れます。）

例）8月20日に申請した場合

8月分源泉所得税は、9月10日に納付する。
9月から納特適用となるため、9月～12月分源泉所得
税は、翌1月20日までに納付する。


